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The purpose of this research is to investigate the propriety of refuge of the inhabitants at the time of 
the tsunami in Edogawa, Tokyo. In Edogawa, 70 percent is a zone of 0 m above sea level, and the 
Approximately whole region is a flood prediction zone mostly.  Then, it is calculated whether people can 
take refuge in a short time based on the Distribution of Population and buildings by using GIS. It specifies 
Area where refuge is difficult and considers the result as index of measures against future. 
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１．はじめに 
 研究対象である東京都江戸川区は区の約 70％を海抜 0
メートル地帯が占めている地域である．さらに東を千葉
県との境である旧江戸川に，西を江東区との境となる大
河川の荒川に挟まれている．南は東京湾に面しており，3
方を水に囲まれた特徴を持っている．そのため昔から何
度も台風や高潮により大きな被害を受けてきた．現在は
気候等に恵まれ大きな水害は発生していないが，水害に
弱いというその地形は今も変わらず，決して楽観はでき
ない．区が行っていたスーパー堤防による対策も，財政
などの問題から事業仕分けの対象となり，今後について
は国との交渉次第という先の見えない状況となっている
[1]． 
図 1 は江戸川区が配布しているハザードマップである
が，これらのハザードマップも大雨に注目したハザード
マップであり，津波対策としては不十分であると言わざ
るを得ない面がある．実際に，2011 年 3月 11日に発生し
た東日本大震災では，区のホームページで津波の危険が
あるため赤で示した広域避難場所，小松川公園，葛西臨
海公園には近づかないようにという注意がなされた．つ
まりこの震災ではハザードマップが機能していなかった
といえる[2]． 
以上の問題点から本研究では，現行の区の対策のみに
頼らず，新たな視点により区内全域の安全性を調査する． 
具体的には，人口と建物の分布をもとに，短時間で移動
できる小規模エリア内でどれだけの人が建物の高階層へ
避難できるのかを計算により予測する．そしてその結果
を，今後の避難対策の指標として提案する． 
 
 
 
２．研究方法 
本研究では，まず調査対象となる小規模エリアの大き
さ，配置を人の徒歩移動可能時間を参考に決定する． 
次に，東京都都市整備局の建物現況をもとに，各建物
に人口を割り振り，分布させたベースマップを GIS ツー
ルにより作成する．人口の割り振りは各建物の床面積の
大きさに比例させ，人口は精度を上げるために区が発表
する町丁目単位の人口を使用する． 
 
図 1 江戸川区指定の広域避難場所(江戸川区) 
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これらの数値から，各小規模エリア内で，その人口が
津波を回避しうる建物の高階層へ収まるのかを計算によ
り求める． 
３．調査対象エリアの検討 
本研究では従来のハザードマップに見られる広域避難
ではなく，短距離短時間で行える避難を想定するため，
安全か否かを判断するための計算は全て小規模エリアで
行う．避難は徒歩によるものを前提とする．そこで人の
徒歩圏の目安として，区内のバス停の間隔を参考とする。 
区内のバス停の間隔の平均は 375mである．バス停から最
も遠い各バス停の中間地点からバス停までの距離はおよ
そ 187mとなる．健常者の場合，この距離であれば難なく
移動することが可能であるが，高齢者，身体障害者など，
避難に他者の協力を要する人等もいる．こういった人は
健常者に比べ，徒歩による移動の範囲が狭くなるといえ
る．よって，ほぼ全ての人が速やかに移動できる距離は
バス停間隔から算出した範囲より狭め，半径 100m以内の
エリアと定めた． 
 また，区内全域が浸水予測地域であることから，区内
を偏りなく調査するため，エリアの中心を格子状に 500m
間隔で並べ計 171のエリアでの調査を行う(図 2)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．人口分布を計算したベースマップを作成  
従来多く使われてきたメッシュデータよりも細かい人
口分布を見るため，人口分布の計算は区が発表している
町丁目単位の人口を，東京都都市計画基礎調査の建物デ
ータの用途，床面積に対応して振り分けて行う．計算は
以下の式によって行い，夜間，昼間の 2 通りの人口を求
める． 
 
      
 
 
                     (1) 
 
xは人口を求める対象の建物の人口であり，Ｘはその建
物が存在する町丁目の人口である．t は時刻係数であり，
夜間人口の計算では 1，昼間人口の計算では 0.824として
扱う．これは平成 17年の国勢調査で，昼間人口は夜間人
口の 82.4%となっていることを基にする補正である．aは
人口を求める対象の建物の床面積であり，A はその建物
が含まれる町丁目の全ての建物の床面積の和である．昼
間人口の計算においては全ての用途の建物に人が分散し
ている，という前提により上記の計算を行うが，夜間人
口の計算では住居系の建物のみに人が分布していると仮
定し，計算は住居のみについて行う．その際，A の値は
その建物が含まれる町丁目の全ての住居の床面積の和と
する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3 が作成したベースマップから求めた各エリアの人
口である．図 3は各エリアを実寸ではなく半径 200mとし
て図示したものである．これは各エリアの見やすさを考
慮したものであり，以降はこの形式で図示を行う． 
本研究ではこの人口を避難対象者とし，これらの人が
建物から溢れることなく収まるかどうかを調査する．図 4
は区南部の葛西地区の 16エリアを拡大して表したもので
あり，左が夜間人口，右が昼間人口である．江戸川区は
ベッドタウンであり，各エリアの人口は夜間に最大とな
ることが多い．しかし日中は人が分散するため，夜間人
図 2 本研究の調査対象小規模エリアの配置 
図 3 ベースマップによる各エリアの夜間人口 
図 4 夜間人口の昼間人口分布の差 
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口と比較し昼間人口では図 4 の赤枠内のエリアのように
0人となるエリアが減少する．このような傾向が本計算で
も結果として表れている． 
 
４．各エリアの収容率，避難困難者 
(1)各エリアの収容能力 
 この研究では小規模避難を前提としているため，収容
能力の計算は前述の半径 100mのエリアごとに行う．避難
地と仮定する建物は，江戸川区の地域防災計画にある「逃
げ遅れた場合は 3 階以上の建物に避難すること」という
項目を参考に原則 3 階以上の建物とする．さらに避難所
として使用するのは 3 階以上の部分に限定する．用途も
限定し，避難を行う際に避難先候補となる建物の用途は，
東京都都市整備局が発表している東京都の建物現況(平成
13 年)より，その用途が「官公庁施設」「教育文化施設」
「厚生医療施設」とされている建物のみに限定する．建物
へ入ることのできる人数は，東京都地域防災計画(1970年)
における避難所設置基準を参考に，緊急避難時を想定し
3.3 ㎡当たり 4人とする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 5 が各エリアでそれぞれ収容できる人数である．避
難施設候補の位置の偏りから，収容能力を持たないエリ
ア(図 5で赤く示したエリア)が多数存在する．これらの収
容施設にできる限り人が収まったとして，収まりきらな
い人を「避難困難者」とし，その人数から危険なエリア
がどこであるかという判断を行う． 
 
(2)各エリアの収容率，避難困難者数 
図 3，図 5の結果から各エリアの結果から各エリアの夜
間における避難困難者を図 6 に示す．図 6 から，多くの
エリアで避難困難者がいることが見て取れる．その人数
は最大で 1561人にも上る．各エリアの人口を 100%とし，
避難困難者がどれだけの割合を占めるかを示したのが収
容率であり，図 7 で表したものである．この結果から本
計算条件で避難を行った場合，ほとんどの人が避難が不
可能であると判断できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．計算条件の再設定 
(1)エリア範囲の再設定 
ここまでに行った計算では，あまりにも条件が厳しく，
対策にも多大な時間と予算が必要になると思われる．そ
こで計算条件を一部変更し，条件を緩和する．それによ
り本当に手を加えなければならないエリアを絞り込み，
対策に即効性を持たせたい． 
現在半径 100m としているエリア範囲は人の徒歩によ
る移動を基にしている．東日本大震災では津波発生から
津波到達までは十数分であったとされている[3]．対して
被災者が地震発生から避難開始までに要した時間は平均
20分であったというアンケート結果がある[4]．そのため
海に近いエリアでは避難時間をこれ以上長くするのは難
図5 各エリアの収容能力 
図 6 各エリアの夜間避難困難者 
図 7 各エリアの夜間収容率 
Hosei University Repository
しいが，津波が到達するまでに比較的時間のかかる内陸
側ではエリア範囲を拡大できると思われる．内閣府の発
表によれば，高齢者等を含む人の災害時の徒歩移動速度
は 0.5m/s とされている[4]．津波速度は陸上では 10m/s と
言われており[6]，この両速度から各地点の津波到達まで
に人が移動できる距離を求めると，海から 4000m の地点
であれば人は 200mほど移動ができることになる．さらに
東京経済大学が行った東日本大震災被災者に対する面接
調査によると，避難時に移動に要した時間は 10分程度で
あったという回答が多かったとなっており，先述の徒歩
速度なら 300mを移動できる時間である．以上のことを反
映し，一部のエリア範囲を半径 200m，300m へ変更し，
その配置を図 8に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)避難対象者の限定 
 本研究では，区内に不足している高台に代わるものと
して建物を利用している．そこで，津波発生時に初めか
ら高台にいる人が緊急避難を要しないように，初めから
建物の 3 階以上にいる人にはそこで待機をしてもらい，
緊急避難を要する人のみが動くとして再計算を行う． 
 
表 1 条件の再設定による計算結果の変化 
 
 
 図 9，図 10 が条件を再設定した後の計算結果を図示し
たものである．収容能力が 0 となるエリアが大きく増加
し，特にエリア半径を拡大した区域にその傾向が見られ
る．これはまばらに位置している避難場所候補となる建
物がエリア内に含まれやすくなったためと思われる．ま
た区南部の半径 100mのエリアでは収容能力の上昇こそ 
無いものの，高層の集合住宅が多い区域なので避難対象
者が減少し，いくつかのエリアで収容率が増加している． 
 
 
 
 
 
 
 
表1が条件変更前後の計算結果をまとめたものである．
変更後の全エリア避難困難者数は，図 8 を見ればわかる
ように一部エリアの重複がある．その重複部分の人口を 2
度避難対象者として計算しているため，やや多めの値と
なっている．また条件変更前後でも抱える人口の変化か
ら直接比較することはできない．そこで収容率を比較す
ると，各エリアの収容率の平均値もほぼ倍に増えている．
避難困難者が 0 人となるエリアも夜間で 26，昼間で 33
増加しており， 条件変更前の時点では安全ではないとさ
れていたこれらのエリアも，それほど対策に急を要する
エリアではないと判断できる．収容率の平均値を参考に
夜間，昼間の避難困難者を小規模エリア単位から区全体
に換算すると，それぞれ約 22万人，約 19万人となる． 
 条件の変更はこれ以上行わず，この条件で求めた結果
を江戸川区の現状として扱い，以降は表 1 で示した変更
避難困難者が 収容率の 全エリアの
0のエリア 平均値 避難困難者
夜間 51 33% 89253
昼間 45 29% 72101
夜間 77 66% 86320
昼間 78 64% 63150
計算条件
変更前
変更後
図 8 変更後の小規模エリア配置 
図 9 変更後の収容能力 
図 10 変更後の夜間収容率 
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後の避難困難者，夜間 86320人，昼間 63150人を減らし 0
に近づけていくことを目的とする． 
 
６．全域に行う対策の提案 
(1)専用商業施設の避難所指定 
現在，区が発行するハザードマップでは学校のような
施設しか待避施設として考慮されていない．そのような
限られた条件で避難困難者を検討した結果が図 10で示し
たものである．ここで基本的な策ではあるが，住民への
周知徹底という案を提案する．連日放送されていた東日
本大震災の被災時の映像では，スーパーやデパートの屋
上から撮影された映像も多々あった．これは自治体の定
める避難先とは異なる場所で，津波を凌いだという実例
である．そういった場所もあらかじめ避難先と定め，ハ
ザードマップ等，自治体の発行する避難マニュアルに記
載し被災者が積極的にその指示に従えば，避難時の人の
動きはスムーズになると思われる．ここで専用商業施設
として用途が定められている施設も正式に避難所とし，
その条件で人が避難を行った場合の各エリアの収容能力，
夜間の収容率を図示する． 
 
表 2 商業施設を含んだ全エリアの収容能力の合計 
 
 
 図 11が商業施設を避難施設として計算した場合の各エ
リアの収容人数である．図 9 と比較すると，エリアを拡
大した区域，特に半径 200mエリアの東部において変化が
見られる．エリアが大きいほど，まばらに存在する大型
の店舗が含まれやすくなったためと思われる． 
 
 
 
 
 
図 12だけではわかりにくいが，表 2で改善の前後を比
較すると，275795人も人をより多く収容できる結果とな
っている．改善後では収容人数が 888621人と区の総人口
を超える非常に大きな値となっているが，これは各エリ
アの余剰収容能力によるものである．改善前の 612826人
という数字でも，区全体の約 9割に相当する数である．
エリアの合計面積は 13.26k㎡(重なる部分を除外すると
12k㎡)で，区全体のおよそ 1/4程度であり，その中で区
全体の約 9割の人を収容できる能力があるとすれば，一
見十分であるように感じる．しかし，この改善前の時点
での各エリアの収容率平均が 65%程度であったことから，
これだけの収容能力があっても，多くの施設は，緊急避
難では人が辿り着けない位置に立地しているということ
になる．この点から，収容人数が 888621 人といっても，
全ての収容施設が有効に働くわけではないので完全な解
決とは恐らく言えないだろう．それでも津波発生地点が
遠い等，避難にある程度時間的余裕がある状況ならこの
収容能力が有効に働く可能性があるため，この大きな値
となったことは十分評価できることである． 
 ここで最も重要なのは，収容人数が 0 人であったエリ
アが減ったということである．全体で 62のエリアで改善
があったというのは，裏を返せば残る 109 のエリアには
効果がなかったということになるが，この改善では 19の
エリアが新たに収容能力を持ったことになる．この数値
が避難先候補となる施設の位置の分散を表す一つの指標
となり，この数が増えればそれだけ，多くの人にとって
緊急時に辿り着ける避難先ができたということである． 
この改善で夜間，昼間共に収容率の平均値はほぼ 70%
まで上昇している．しかし 56のエリアでは未だ避難しき
れない人が残っており，その人数は夜間で 65574 人，昼
間で 47018人である．  
 
(2)住居以外の避難所指定 
 これ以上の用途の建物を緊急避難時の避難施設とする
収容能力 収容人数が
0のエリア 増加したエリア
改善前 888621 56
改善後 1601148 12
前後の差 712527 44 157
条件 収容人数
図 11 専用商業施設も考慮した収容能力 
図 12 専用商業施設も考慮した場合の夜間収容率 
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図 13 住居系以外を考慮した場合の収容能力 
には建物の所有者との契約が必要など，困難となること
が予測されるが，現状で江戸川区には津波時に使用でき
る広域避難所が無く，スーパー堤防の計画は足踏み状態
という切迫した状況を考えれば，たとえ困難であっても
手を打たなければならない．ただしこの大がかりな改変
を成果もわからずに実行するのは無謀といえるので，ま
ずは確実に効果を予測することが重要である．ここでは
仮に住居として利用されている建物以外を全て緊急時に
は避難施設として使用できるとしたら，どれだけの成果
が出るのかを計算により予測する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 住居以外を考慮した避難困難者および収容率の推移 
 
 
 この変更により新たに避難施設として考慮されるのは，
供給処理施設，事務所建築物，宿泊遊興施設，スポーツ
興行施設，専用工場，住居併用工場，倉庫運輸関係施設，
農林漁業施設である． 
 図 13 から表 3 がこの改善による各数値の変化である．
図 14 を見ても分かるとおり，多くのエリアで収容率 
100%を達成している．各エリアの収容率の平均もほぼ
90%に達し，避難困難者も主に夜間で大幅な減少が見られ
た． 
 この対策については，東日本大震災のような数百年に
一度の大災害が発生したとき，つまり数百年に一度しか
使用する機会はない，という前提で避難所として活用さ
せてもらうものである．全ての建物が実際に避難施設と
して有用であるとも断言できないため，完全実現は難し
いと思われるが，それでも人が収まるだけの床面積は存
在しているということは事実である．そして裏を返せば，
この計算結果で収容率が 100%に満たないエリアは最低
限のその床面積すら確保できないというエリアである．
もしハード面の対策に着手するのなら，これらのエリア
が集中する地区から作業を行うということによって，ハ
ード面の対策でもある程度の即効性が望めるのではない
かと思われる． 
 この対策により，収容率が 100%に満たないエリアは昼
夜総合して 40である． 
 
６．残る危険エリアに行う対策の提案 
 ここでは現時点で避難困難者が残る 40 のエリアにつ
いてのみ行う対策を検討する．その対策は，住居も一部
避難所として利用するというものである．これはもちろ
ん先述の，数百年に一度の使用機会を前提に利用を検討
するものである．さらに独立住宅は構造，用途の問題か
ら避難は難しいと思われるので，対象は集合住宅のみと
する． 
 
表 4 危険エリアの集合住宅活用による改善結果 
 
 
 表 4 は集合住宅の活用も検討した結果，避難困難者が
残ってしまった 8 のエリアである．集合住宅の面積につ
いては表中に示したように，最上階 1 階分の面積のみを
避難面積として計算している．これは避難者が居住スペ
ースにまで入り込むことは困難であるということと，屋
上を避難場所として使用するという例を参考に最上階 1
階分が実質利用可能な面積として扱っているためである． 
 この条件の計算でも，この 8エリアを除く 32のエリア
では必要面積の倍以上，多いエリアでは 10倍もの避難面
避難困難者が 変更により 収容率の 全エリアの
0のエリア 改善されたエリア 平均値 避難困難者
変更前 夜間 77 66% 86320
区の現状 昼間 78 64% 63150
変更後 夜間 92 34 72% 65564
商業施設込 昼間 91 30 71% 47018
計算条件
避難困難者 収容率 必要床面積 3階以上の集合住宅(㎡) 不足面積
(人) (%) (㎡) (面積は最上階1階分) (㎡)
17 0% 13.7 0.0 13.7
94 0% 77.4 0.0 77.4
179 0% 148.0 0.0 148.0
1690 10% 1394.1 556.2 837.9
946 37% 780.3 453.3 326.9
250 0% 206.5 0.0 206.5
2203 0% 1817.3 499.3 1318.0
740 11% 610.3 584.6 25.7
図 14 住居系以外を考慮した場合の夜間収容率 
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積が確保できるという結果となる．よって，比較的容易
に最低限の面積は確保できると思われる． 
 残る 8エリアの避難困難者の合計は 3581人であり．区
の夜間人口を基準とすると，これは 1%にも満たない数で
ある．面積から見ても 8エリアの合計面積は 0.88k㎡であ
り，全調査対象エリアの 10%に満たない広さである．よ
って，もしこの調査エリアのような構造が区全体に広が
っていると仮定したら，ハード面の対策は僅か 5k㎡に満
たないエリアで済むかもしれないということになる．最
後に，8エリアの配置を図 15に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5 未利用地利用による改善結果 
 
 
表 5 は未利用地に，残る避難困難者を収容できる最少
の建物を建てたらどうなるか，というものを計算した結
果である．避難時の収容は原則 3 階以上となるので建物
の階数は 3 とし，不足面積と階数 3 の積を容積とする建
物を建てるとする．その結果，6のエリアで避難困難者 0
人が達成された． 
 残る 2 エリアも 2 階建て施設の屋上を活用することに
より，それぞれ 5533㎡，3371㎡を確保可能．不足面積を
大きく上回り調査エリア内の避難困難者が 0人となる． 
 
６．結論，まとめ 
 本研究により，江戸川区のようなほぼ全域が浸水予測
地帯となる災害に対しては弱い地域でも，ソフト面の対
策のみで災害時の避難所への収容率を 9 割近くにまでに
高めることができると判明した．また本研究で提案する
ソフト面対策が達成まで至らなくとも，地震発生時に高
階層にいる人は待機をし，官公庁施設だけではなく商業
施設にも駆け込んでよいと周知徹底すれば，100m～300m
の移動で 7 割の人が避難できるという結果が得られえて
いる．もちろん実際の災害時には多数の不確定要素が存
在し得るため，全て計算の通りに事が進むわけではない
が，最終的にハード面対策推奨エリアとなった 8 のエリ
アは，確定要素を考慮しただけでも危険といえるので，
対策を行う地区の優先順位決定には大いに参考になるだ
ろう．スーパー堤防計画と比較するとその作業面積の差
は明らかであり，予算，時間の削減も期待できる． 
 この研究により検討した避難計画を少しでも実際の災
害時に活かすためには，求めた各エリアの収容能力等の
周知徹底を欠かすことはできない．住人の防災認識につ
いて調査した研究と組み合わせ周知について検討を行う
ことや，人目に付きやすい，例えば駅のホーム，電光掲
示板など，人が立ち止りやすい場所に，その場所を中心
とした小規模エリアの各施設の収容能力を表示するなど，
そうした対策が今後の課題となる．また，多機能携帯電
話の機能として，通信機能により現在位置近辺の地図を
表示されるものも開発されている．ソフトによっては，
キャッシュにより，最近見た地図情報を電話内に記憶，
圏外の場所や通信の混乱する災害時でも機能するなどと
いうものも存在する．建物の床面積は頻繁に変化するわ
けではなく，過去の閲覧記録程度の情報でも十分である
ため，災害時にほぼ確実にこのような情報を確認できる
ことは非常に有効であり，多大な効果が期待できる． 
 今後の展望としては，削減できる作業時間を上記の周
知方法の模索に費やすことや，本研究により危険と判断
できる区域の小規模エリア間隔を狭め，より精密な調査
することが望まれる．そして現行の対策に並行して，新
たな対策の一手段として地域の安全に本研究が活かされ
ることを期待する． 
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不足面積 未利用地 避難困難者
(㎡) (㎡) (人)
13.7 0 11
77.4 0 64
148.0 1494.2 0
837.9 18648.8 0
326.9 3673.0 0
206.5 805.1 0
1318.0 2993.8 0
25.7 2160.1 0
図 2 現在の地形 
図 15 本研究により判明した対策推奨エリア 
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